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◆ 児童生徒の自殺の現状

児童生徒の自殺対策

（人）

〇 「SOSの出し方に関する教育」を含む自殺予防教育の推進

・平成30年１月にSOSの出し方教育を実施するにあたっての留意点を示すとともに、同年8月、SOSの出し方教育に関する教材

例を全国の都道府県教育委員会等に周知。

○ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置の更なる充実

・スクールカウンセラーの配置充実（令和５年度予算案：５９億円）

・スクールソーシャルワーカーの配置充実（令和５年度予算案：２３億円）

○ 支援対象を全ての都道府県・指定都市に拡大した、ＳＮＳ等を活用した相談事業

・SNSを活用した相談体制の整備推進（令和５年度予算案：５９億円の内数）

○ 学校における組織的な教育相談対応に資する、自殺予防等に関する調査研究事業

・１人１台端末等を活用した自殺等対策に関する調査研究（５０百万円の内数）

○ ICTを活用した悩みや困難を抱える児童生徒の早期発見・解決

・毎日の健康観察に端末を活用して児童生徒のメンタルヘルスの変化を把握し、自殺等のリスクの早期把握、早期対応を実施し

ている大阪府吹田市の取組などを全国展開

◆ 今後の対応
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1人１台端末を活用した自殺リスク等の早期発見・早期対応の実現に向けて（取組例１）

日々の児童生徒の心身の状況
を把握するとともに、児童生徒が
発するＳＯＳを察知

児童生徒のメンタルヘルスの悪
化を早期発見し、問題行動が起
こる前から積極的に支援

日々のデータを分析することで、科学的根拠
に基づく不登校や自殺などの予防的指標や
問題行動が起こりやすい学校風土の検討に

➢ 1人1台端末を活用したデジタル健康観察により、児童生徒の日々のストレスや心身の変化を把握。悩みや不安を抱える児童生
徒の早期発見とともに、ＳＯＳを発信しやすい仕組みを構築し、自殺リスクが高まる前に支援に繋ぐ仕組みを構築。

大阪府吹田市教育委員会×（公社）子どもの発達科学研究所

• 小1女児：お兄ちゃんに「おまえが生まれてきたせいで、家族全員が苦しんでいるぞ」と
言われる。電車に飛び込もうとしたことがある。

• 小3男児：児童クラブで仲間はずれにされている。父に殴られても母は止めてくれなか
った。父を殺そうとしたことがある。勉強に集中できない。変な空想が始まる。

• 毎日の健康観察をデジタル化し、児
童生徒は各自の端末からその日の気
持ちを回答。

• 「先生に相談したいことはありますか」
という項目を設け、相談しやすい仕組
みづくり。

✓ 日々のデジタル健康観察から心身の状況を把握し、リスクの高い児童生徒を早期発見、アウトリーチ支援

＜早期把握後のフォローアップで確認した児童生徒の危機＞（一部改変）

• 担任教諭は、クラス内の全児童生徒
の心身の状況を一覧で把握可能。

• 児童生徒のSOSを把握しやすく、学
校内外と速やかに連携して対応

※令和４年度文部科学省委託事業「1人1台端末等を活用
した自殺等対策の調査研究」

2



1人１台端末を活用した自殺リスク等の早期発見・早期対応の実現に向けて（取組例２）

日々の児童生徒の心身の状況
を把握するとともに、児童生徒が
発するＳＯＳを察知

児童生徒のメンタルヘルスの悪
化を早期発見し、問題行動の前
から積極的に支援

日々のデータを分析することで、科学的根拠
に基づく不登校や自殺などの予防的指標や
問題行動が起こりやすい学校風土の検討に

➢ 1人1台端末を活用して、児童生徒が日々のストレスや心身の変化を把握。悩みや不安を抱える児童生徒の早期発見とともに、Ｓ
ＯＳを発信しやすい仕組みを構築し、危機的状況に陥っている児童生徒を自殺リスクが高まる前に支援に繋ぐ仕組みを構築。

千葉県教育委員会×千葉大学

＜児童生徒へのストレスチェックの具体例＞
（労働安全衛生法に基づく職場のストレスチェックを参考に）

✓ 高ストレスの児童生徒を早期発見し、
SC・SSW等とも連携しつつ、カウンセリ
ング等を通じて支援

✓ 必要に応じて、医療機関や児童相談
所等の関係機関の支援につなげる

✓各学校の集団ごとに集計、分析し、各学校へ
フィードバック。各学校における風土改善等を
促す。

✓教育委員会が各学校の児童生徒の心身の
状況を把握できるようになり、人員等のリソース
の調整や充実に活用

• ストレスチェックの結果は児童生徒や保護者にも
フィードバックし、ストレスへの気付きを促す

• 児童生徒や保護者からwebで相談等も可能

✓ 児童生徒へのwebストレスチェックを通じて、心身の状況を把握、担任教諭等にフィードバックし、早期発見、支援に

早期発見、早期対応

学校の風土や体制の改善に活用
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自殺予防教育について

➢ 自殺予防教育は、「早期の問題認識」と「援助希求的態度の育成」に焦点を当て、①心の危機のサインを理解する、②心の危機に

陥った自分自身や友人への関わり方を学ぶ、③地域の援助機関を知ることを目的としている。

➢ 特にSOSの出し方に関する教育の実施等については、自殺対策基本法で努力義務が規定されている。
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自殺予防教育の構造

＜自殺予防教育の実施にあたっての留意点＞

・教職員間、保護者、地域、関係機関で自殺予防教育の共通理解を得る。
・「核となる授業」の実施にあたり、ハイリスクな児童生徒を無理に授業に参加させないなど配慮する。
・児童生徒が「心の危機」を訴えた時に、学級担任、養護教諭、スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカー、管理職、関係機関などが、役割分担をしながら受け止める体制を整えておく。

自殺予防教育の展開（例）

自殺予防教育の教材（例）

【文部科学省 作成資料】
子供に伝えたい自殺予防
－学校における自殺予防教育導入の手引－

【東京都教育委員会 作成資料】
「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進するた
めの指導資料

【北海道教育委員会 作成資料】
児童生徒の自殺を予防するためのプログラム

【１時間目：①心の危機のサインを理解】
・人生の様々な危機について考える
・いのちの危機（うつ状態・自殺等）のサインを知る
・心身が不調なときの対処法を考える

【２時間目：②自己や他者への関わりを知る、③援助機関を知る】
・援助希求の重要性について体験的に学ぶ
・「きょうしつ」というキャッチフレーズを実践できるようにする（※１）
・身近で支えてくれるところ（地域の援助機関）を知る（※２）

（※１）友達のSOSにきづいて、よりそい、うけとめて、しんらいできる大人に、つなげる
（SOSの出し方だけでなく、受け止め方についても学ぶ）

（※２）24時間子供SOSダイヤルや教育委員会のSNS相談窓口なども周知
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参考資料
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２．国民一人ひとりの気づきと見守りを促す
（２）児童生徒の自殺対策に資する教育の実施（ＳＯＳの出し方に関する教育含む）
（３）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及
３．自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する

（４）子ども・若者及び女性等の自殺等についての調査 ➡「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」の実施

（５）コロナ禍における自殺等についての調査
（８）既存資料の利活用の推進
４．自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る
（４）教職員に対する普及啓発等 ➡「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」「生徒指導担当者連絡会議」の開催

（10）様々な分野でのゲートキーパー（※）の養成
（※）悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聴いて、必要な支援につなげ、見守る人のこと

５．心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する
（２）地域における心の健康づくり推進体制の整備
（３）学校における心の健康づくり推進体制の整備
（４）大規模災害における被災者の心のケア、生活再建等の推進
７．社会全体の自殺リスクを低下させる
（８）インターネット上の自殺関連情報対策の推進
（15）性的マイノリティへの支援の充実
（16）相談の多様な手段の確保、アウトリーチの強化
８．自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ
（６）学校、職場等での事後対応の促進
９．遺された人への支援を充実する
（２）学校、職場等での事後対応の促進
（５）遺児等への支援
11．子ども・若者の自殺対策を更に推進する
（１）いじめを苦にした子どもの自殺の予防
（２）学生・生徒等への支援の充実
（３）SOSの出し方に関する教育等の推進
（８）子ども・若者の自殺対策を推進するための体制整備

新たな自殺総合対策大綱（令和４年10月閣議決定）

当面の重点施策 （主な文科省関係の抜粋）
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児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議審議まとめ【概要】（令和３年６月）

○ コロナ禍における児童生徒の自殺者数は増加傾向（R2:499人）にあり、特に女子高校生の自殺者数は増加（R2:140人）が著しい。

原因・動機としては、「進路に関する悩み（入試に関するものを除く）」、「学業不振」、「親子関係の不和」が例年上位。

○ 今後の課題として、SOSの出し方に関する教育を含む自殺予防教育による援助希求的態度の育成、相談体制等の整備に加え、

ハイリスクな児童生徒の早期発見・対応に資するICTの活用も重要。また、学校現場に限らない背景による自殺に対応するため、

関係機関との連携体制の点検・見直しが重要。

第Ⅰ部 コロナ禍における児童生徒の ・コロナ禍における児童生徒の自殺の現状（自殺者数の推移・背景）と課題の整理。

自殺等に関する課題と対策 ・ 〃 自殺予防等のために早急に講じるべき具体的施策。

第Ⅱ部 SOSの出し方に関する ・児童生徒の自殺予防に関するこれまでの取組の経緯。

教育を含めた自殺予防教育の在り方 ・SOSの出し方に関する教育を含めた自殺予防教育の在り方の整理。

●児童生徒の自殺者数

・令和２年499人に増加。前年(R1:399人)に比べ100人増加。
・特に女子高校生の増加が著しい。80人(R1）→140人(R2）。

●自殺の原因・動機、背景等

・進路に関する悩み(入試に関する悩みを除く)、学業不振、
親子関係の不和が上位３項目。

・家庭環境：家族内葛藤等の家庭環境の不和。
学校環境：息抜きの場所、達成感等が得られる

自分を支える場所などの日常が変化。
・女子の自殺の要因は「病気の悩み・影響」が上位。

※数値については厚生労働省「自殺の統計」を参照。

現状 必要な施策

●心の健康の保持増進に係る教育及び啓発の推進

・SOSの出し方に関する教育を含む自殺予防教育の充実。
・心の健康の保持に必要なマンパワーの確保。

●課題の早期発見・対応等へ向けたICT活用

・ICTを児童生徒の状況を多面的に把握するとともに、
悩みや不安を抱える児童生徒の早期発見・対応に寄与。

●関係機関等の連携体制の構築

・それぞれの関係機関の役割や限界性を理解、
・連携できる体制の在り方を絶えず点検・補強 などに留意。

・SOSの出し方に関する教育を含めた自殺予防教育実施上の留意点を整理。
ー 学校や保護者、地域の関係機関等の「関係者間の合意形成」、教育目標に即した「適切な教育内容」、
「ハイリスクな子供のフォロー アップ」に留意が必要。

ー 下地づくりの教育や児童生徒と教職員との信頼関係の構築や相談しやすい雰囲気づくり・居場所づくりが重要。
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学校において、児童生徒一人一人に対する面談の実施等を通じて、悩みや不安の早期発見に努めるとともに、保護者、地域住民、関係機
関等と連携の上、以下のような児童生徒の自殺予防に係る取組の徹底を周知。

⚫ 各学校において、長期休業の開始前からアンケート調査、教育相談等を実施し、悩みや困難を抱える児童生徒の早期発見に努めること。学校が把握した悩み
や困難を抱える児童生徒やいじめを受けた又は不登校となっている児童生徒等については、長期休業期間中においても、全校（学年）登校日、部活動等の
機会を捉え、又は保護者への連絡、家庭訪問等により、継続的に様子を確認すること。

⚫ 児童生徒に自殺を企図する兆候がみられた場合には、保護者、医療機関等と連携しながら組織的に対応すること。

⚫ 「SOSの出し方に関する教育」を含めた自殺予防教育、「心の健康の保持に係る教育」を実施するなどにより、児童生徒自身が心の危機に気づき、身近な信頼
できる大人に相談できる力を培うとともに、児童生徒が安心してＳＯＳを出すことのできる環境を整備すること。

⚫ 「２４時間子供SOSダイヤル」を始めとする電話相談窓口や、ＳＮＳ等を活用した相談窓口の周知を長期休業の開始前において積極的に行うこと。

⚫ GIGAスクール構想で整備された１人１台端末を活用し、児童生徒の心身の状況の把握や教育相談に役立てることも考えられること。

⚫ 保護者に対して、長期休業期間中の家庭における児童生徒の見守りを行うよう促すこと。保護者が把握した児童生徒の悩みや変化については、積極的に学校
に相談するよう、学校の相談窓口や、「２４時間子供ＳＯＳダイヤル」を始めとする相談窓口を周知しておくこと。

⚫ 長期休業明けの前後において、学校として、保護者、地域住民の参画や、関係機関等と連携の上、学校内外における児童生徒への見守り活動を強化するこ
と。

児童生徒の自殺予防に係る取組について（通知）
（令和５年２月２８日付け４初児生第３１号）

➢18歳以下の自殺は、長期休業明けの時期に増加する傾向があるため、児童生徒の自殺予防に関する取組を促す通知を発出。

➢警察庁・厚生労働省の自殺統計によると、令和４年の児童生徒の自殺者数は過去最多の512人（暫定値）となり、特に、男子高校生
の自殺者数が前年に比べて38人増加したことなどを明記し、進路に迷う児童生徒が多くなることを踏まえて、進路指導の充実や見守り活
動を丁寧に実施するなど教育委員会等に注意を喚起。

通知の概要

（１）学校における早期発見に向けた取組

（２）保護者に対する家庭における見守りの促進

（３）学校内外における集中的な見守り活動
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スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー
による教育相談体制の充実

令和5年度予算額 （案） 82億円

（前年度予算額 77億円）

スクールカウンセラー等活用事業 スクールソーシャルワーカー活用事業

◆ 義務教育段階の不登校児童生徒数は、平成24年度から9年連続で全体の人数・児童生徒千人当たりの人数ともに増加しており、
様々な課題を抱える児童生徒への早期支援、不登校状態にある児童生徒への手厚い支援に向けた相談体制の充実が必要。

◆ また、社会問題化している昨今の児童虐待相談対応件数の急増等を踏まえ、学校における児童虐待の未然防止・早期発見や、
児童虐待発生時の迅速・的確な対応に向けた相談体制の充実も喫緊の課題。

◆ さらに、「経済財政運営と改革の基本方針2022」等を踏まえ、重大ないじめ・自殺や不登校、ヤングケアラーの早期対応等に向けた
相談体制の充実も課題。

令和５年度予算額（案）：5,889百万円(前年度予算額： 5,581百万円） 令和５年度予算額（案）：2,313百万円(前年度予算額： 2,132百万円）

✓ 児童生徒の心理に関して専門的な知識・経験を有する者

⇒児童の心理に関する支援に従事（学教法施行規則）

✓ 福祉に関して専門的な知識・経験を有する者

⇒児童の福祉に関する支援に従事（学教法施行規則）

✓ 補助割合：国１/３、都道府県・政令指定都市２/３

✓ 実施主体：都道府県・政令指定都市

✓ 補助対象経費：報酬・期末手当、交通費等

✓ 補助割合：国１/３、都道府県・政令指定都市・中核市２/３

✓ 実施主体：都道府県・政令指定都市・中核市

✓ 補助対象経費：報酬・期末手当、交通費等

✓ 全公立小中学校に対する配置（27,500校）

✓ 配置時間：週１回概ね４時間程度
基盤となる配置

✓ 全中学校区に対する配置（10,000中学校区）

✓ 配置時間：週１回３時間

➢ いじめ・不登校対策のための重点配置：2,900校（←2,000校）
いじめ
不登校

虐待
貧困

➢ 虐待対策のための重点配置 ：2,000校（←1,500校）

➢ スーパーバイザーの配置 ：90人

➢ いじめ・不登校対策のための重点配置：3,000校（←2,000校）

➢ 虐待対策のための重点配置 ：2,500校（←2,000校）

➢ スーパーバイザーの配置 ：90人

※不登校特例校や夜間中学への配置を含む

➢ 教育支援センターの機能強化 ：250箇所
※不登校特例校・夜間中学への配置を含む

➢ 教育支援センターの機能強化 ：250箇所

➢ 貧困対策のための重点配置 ：2,300校（←1,900校）
➢ 貧困対策のための重点配置 ：3,500校（←2,900校）

✓ 公認心理師、臨床心理士等 ✓ 社会福祉士、精神保健福祉士等

補助制度

求められる能力・資格

基礎配置に加え、配置時間を週１回３時間加算

⇒重点配置の活用により、週２回や週３回の配置も可能

児童生徒1000人当たりの
不登校児童生徒数（小中）
※単位：人

重
点
配
置
等

質の向上

基礎配置に加え、配置時間を週１回４時間加算

⇒重点配置の活用により、週１回８時間（終日）以上の配置も可能

※ヤングケアラー支援のための配置を含む

10.9
11.712.1

12.613.5
14.7

16.9
18.8
20.5

25.7

10

12

14

16

18

20

22

24

26

28

H24H25H26H27H28H29H30 R元 R2 R3

上記のほか、自殺予防教育実施の支援を含む

オンライン活用拠点 ➢ オンラインカウンセリング活用のための配置：67箇所（新規） ➢ オンラインを活用した支援のための配置：67箇所（新規）
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※平成28年4月の通話料無料化及び番号変更に伴い、本ポスターを
全国の学校等に配布

子供たちが全国どこからでも夜間・休日を含め
て24時間いじめ等の悩みを相談することができる
よう、全国統一ダイヤルを設置。

統一ダイヤルに電話をすれば、原則として電話
をかけた所在地の教育委員会の相談機関に接続
される。

（なやみいおう）

０ １ ２ ０ － ０ － ７ ８ ３ １ ０

平成19年２月～ 全都道府県及び指定都市教育
委員会で実施開始

平成28年４月～ 通話料無料化

電話番号

概要

経緯

相談員の人件費 ：国で１／３負担
地方自治体で２／３負担

通 話 料 ：国で全額負担

財政措置

10

24時間子供ＳＯＳダイヤルについて



ＳＮＳ等を活用した相談事業
令和5年度予算額（案） 59億円の内数

（前年度予算額 56億円の内数）

【イメージ】ＳＮＳ等を活用した相談

ＳＮＳ等スクリーンショット
も送信可能で、Ｓ
ＮＳ上のトラブル
等を正確かつ容
易に伝えることが

できる

教育委員会、
総合教育センター
や民間団体等

で受信

（例）自殺をほのめかす等、命に関わる相談の場合の連絡の流れ

臨床心理士や
ＳＮＳ等上の子供の
気持ちがわかる
若者等が対応

教育委員会等
（福祉部局と共同・連携）

安全を確認

学校

緊急の場合

警察、児童相談所等
と連携し対応

ＳＮＳ
等

＜事業概要＞
ＳＮＳ等を活用した相談体制の整備に対する支援（補助事業）

（事業内容）
SNS等を活用した双方向の文字情報等による相談を実施するとともに、相談員の専門

性
を向上させる研修の実施等を支援。令和３年度より、支援の対象を全ての都道府県・指
定都市に拡大。

＜背景＞
○ いじめを含め、様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談体制の拡充は、相談に係る
多様な選択肢を用意し、問題の深刻化を未然に防止する観点から喫緊の課題。

○ また、座間市におけるＳＮＳを利用した高校生3人を含む9人の方が殺害された残忍な
事件を受け、ネットを通じて自殺願望を発信する若者が適切な相談相手にアクセスできるよ
う、これまでの取組の見直しが求められている。

○ スマートフォンの普及等に伴い、最近の若年層の用いるコミュニケーション手段においては、
ＳＮＳが圧倒的な割合を占めるようになっている。

（参考）
コミュニケーション系メディアの平均利用時間（令和4年度版情報通信白書（総務省））
[平日1日]（令和3年度）

10代：携帯通話 8.4分、固定通話 0.0分、ネット通話 5.3分、ソーシャルメディア 64.4分、メール利用 19.6
分

対象
校種

対象
経費

実施主体
委託先

補助割合

小学校・中学校・高等学校等

報酬、期末手当等

都道府県・指定都市

国：１／３ 都道府県・指定都市：２／３
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➢ 学業不振（40人）

➢ その他進路に関する悩み（33人）

➢ その他学友との不和（24人）

➢ 入試に関する悩み（18人）

児童生徒の自殺防止対策における関係機関との連携について

✓児童生徒の自殺の背景には、健康問題、家庭問題、学校問題、男女問題など、多岐にわたり複合的である。
✓このため、学校だけで根本的な解決が困難な場合には、SSW等を通じて、病院等の医療機関や児童相談所・市区
町村の福祉担当部局などの専門機関につなぎ、専門機関から適切な支援を行うことが必要。

学校問題

➢ 病気の悩み（その他の精神疾患）（44人）

➢ 病気の悩み（うつ病）（33人）

健康問題

➢ 親子関係の不和（38人）

➢ 家族からのしつけ・叱責（19人）

家庭問題

➢ 失恋（14人）

➢ その他交際をめぐる悩み（14人）

男女問題

こども家庭庁
※R5.4.1～

内閣官房
孤独孤立室

厚生労働省

文部科学省

警察庁

特に学校だけでは対応が
困難な問題 ・・・・・・

関係省庁

学校のみでは根本的な解決が困難な問
題については、学校から医療や福祉等の
専門機関に繋ぎ、専門機関から適切な
支援を行う。

自殺の原因・動機

※人数は警察庁・厚生労働省の統計調査（令和3年）に基づく。
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